
証明が必要な方(納税義務者といいます)の住所、氏名(ふりがな)、生年

月日、電話番号を記入してください。

役場で申請する場合は申請日、郵送で申請する場合は申請書記入日を記

入してください。

上記の証明が必要な方以外の方(代理人といいます)が申請する場合はそ

の代理人の方の住所、氏名(ふりがな)、納税義務者との関係(父、母、

子、行政書士、土地家屋調査士など)を記入してください。

代理人が申請する場合は委任状が必要です。

必要な証明書等の番号に〇を付け、件数(必要な部数。例えば2件と記入

すると同じ証明書を2部交付します)を記入してください。

【記載に関する注意事項】

 (1)資産税関係
必要とする年度、請求する物件、請求する物件が一部の場合は該当

する地番を記入してください。

・

 (2)住民税関係

年度の記載欄がある証明書は必要とする年度を記入してください。

８.納税証明書の場合は必要とする税を〇で囲んで(複数可)くださ

い。

１２.所得証明書の場合は一般又は児童手当(児童手当の申請に必

要な場合)のどちらかの□にレ点を付けてください。

・

・

・

 (3)使用目的
資産税関係、住民税関係を問わず使用目的を〇で囲んでください。・

この欄は記入不要です。

    (記入の仕方)

(R6.10)　　　

申請者は本人を確認できる書類等の提示が必要です。
納税義務者本人が申請する場合はその本人を確認できる書類、代理人が申請する場合はその代理人を確認できる

書類の提示が必要です(代理人が申請する場合は納税義務者本人を確認できる書類の提示は必要ありません)。

本人又は代理人を確認できる書類とは運転免許証、マイナンバーカード、健康保険証、在留カードなどです。

郵送で申請する場合は本人を確認できる書類の写しを添付(同封)してください。

・

・

・



(R6.10)　　　

    (記入の仕方)

代理人の方の住所、氏名を記入してください。

納税義務者の方の住所、氏名、電話番号を記入してください。

納税義務者の方が代理人の方に委任する証明等の番号に〇を付けて

ください。

納税義務者の方が代理人の方に委任した日(委任状の記入日)を記入し

てください。

代理人が申請する場合は委任状が必要です。
委任状は納税義務者本人が自筆、法人は押印してください。・


